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越谷市企画部財政課 



越谷市の財務書類（平成２２年度決算） 
 

 

１．はじめに 

平成１８年６月に施行した｢簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法

律｣を契機に、地方公共団体の資産・債務改革の一環として「新地方公会計制度の整備」が位置

付けられました。これにより、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年 5 月総務省）で

示された「基準モデル」または「総務省方式改訂モデル」のどちらかを採用して、地方公共団体

単体ベース及び関係団体等も含む連結ベースでの４つの財務書類を平成２１年度までに整備す

ることが求められました。 

本市では、平成２０年度決算からバランスシートをはじめ全ての財務書類に「基準モデル」の

概念を取り入れ作成し、昨年度公表いたしました。平成２２年度決算につきましても、引き続き

「基準モデル」に基づき財務書類を作成いたしましたので、公表いたします。 

 

 

【基準モデル及び総務省方式改訂モデルの特徴】 

（１）基準モデル 

民間企業会計の考え方と会計実務を取り入れ、歳入歳出データを発生主義に基づき複式仕

訳を行い、また保有するすべての資産を公正価値（時価）により評価します。 

（２）総務省方式改訂モデル 

資産の保有状況などについて、既存の決算統計等を活用して簡易的に数値を算定すること

が認められているモデルです。 

 

※基準モデルは歳入歳出決算書を作成する基となる歳入・歳出データから複式仕訳を行い、資

産評価も一件一件台帳整備を行うことを原則とするモデルです。基準モデルに基づく財務書類

の数値は、全て伝票や台帳にまでさかのぼって検証可能なものであるのに対し、総務省方式改

訂モデルの数値は原則として決算統計の数値を組み替えたものであるため、数値の基礎には重

要な差異が含まれることとなります。 
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【４つの財務書類】 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

年度末時点における資産、負債、純資産の残高を示すものです。 

（２）行政コスト計算書 

当該年度における行政活動に伴うコストとその財源となる使用料・手数料等の収入を示す

ものです。 

（３）純資産変動計算書 

当該年度における純資産及びその内部構成の変動を示すものです。 

（４）資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

当該年度における資金の支出と収入を示すものです。 

 

２．対象となる会計の範囲、作成基準など 

公表した４つの財務書類は、一般会計に特別会計をあわせた「単体ベース」と、それに本市

が関係する財団法人等を加えた「連結ベース」の２つの区分で作成しています。 
 

作成基準日･･･平成２３年３月３１日 

・一般会計及び特別会計における出納整理期間（平成２３年４月１日から５月３１日まで）の入

出金については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

・企業会計及び関係団体における未収金・未払金のうち、一般会計及び特別会計と出納整理期間

に取引があったものは、作成基準日までに入出金されたものとして処理しています。 

 

 

③【連結会計】

②【単体会計】

①【普通会計】 

公共用地先行取得特別会計 
西大袋土地区画整理特別会計

東越谷土地区画整理特別会計

越谷市施設管理公社

七左第一土地区画整理特別会計

越谷コミュニティプラザ（株）

越谷市土地開発公社

介護保険特別会計

（財）越谷コミュニティセンター

国民健康保険特別会計

（株）埼玉県東部流通センター

一般会計 
後期高齢者医療特別会計

老人保健特別会計

埼玉県市町村総合事務組合

埼玉県後期高齢者広域連合

東埼玉資源環境組合会計

彩の国さいたま人づくり広域連合

越谷・松伏水道企業団

埼玉県都市競艇組合

病院事業会計

公共下水道特別会計

越谷駅西口土地区画整理特別会計
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４つの財務書類（連結ベース） 

   以下、連結ベースによる４つの財務書類について、平成２１年度決算との比較を含めて掲

載・解説をいたします。 

（１）平成２２年度連結貸借対照表（バランスシート） 

現行の会計方式は、一会計年度の資金の流れ（フロー）を中心としているため、資産や負

債などのストックに関する情報がわかりにくくなっています。 

そこで、民間企業会計の手法を用いたバランスシートを作成することにより､税金の投入

等で整備された資産の状況や､その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を把握する

ことができます。 

① 資産の部 

資産の部は、金融資産と非金融資産に区分されます。 

（イ） 金融資産 

金融資産には、前期の残高として捉える繰越金などの資金（現金）や税等未収金、有

価証券、地方自治体の外郭団体への出資金や貸付金、長期運用目的の基金などが該当し

ます。税等の回収不能見込額は、貸倒引当金としてマイナス計上します。 

（ロ） 非金融資産 

非金融資産には、住民サービスを提供するために地方自治体が保有する固定資産が計

上され、市庁舎や保育所、学校、社会福祉施設などの事業用資産と、道路や公園、上下

水道などのインフラ資産に区分されます。 

② 負債の部 

負債の部は、流動負債と非流動負債に区分されます。 

（イ） 流動負債 

流動負債は、翌年度に償還（返済）される地方債（市債）や、ＰＦＩ等で取得した資

産のうち翌年度に支払う予定の未払金、職員の賞与支払いに備える賞与引当金などが該

当します。 

（ロ） 非流動負債 

非流動負債は、地方自治体が長期的（翌々年度以降）に負う債務で、次世代の負担と

なる地方債（市債）、ＰＦＩ等で取得した資産に係る債務、職員の退職給付に備える退職

給付引当金などが該当します。 

③ 純資産の部 

純資産の部は、資産と負債の差額（純資産）です。純資産の増減が意味するのは、例えば

純資産が減少した場合、現役世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を消費して便

益を受ける一方で、将来世代にその分の負担を先送りしたことを意味し、逆に純資産が増加

した場合は、現役世代が自らの負担によって、将来世代も利用可能な資源を蓄積し将来世代

の負担が軽減されたことを意味します。 
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【平成２２年度連結貸借対照表】 
単位：千円

H21決算 H22決算 増減 H21決算 H22決算 増減
39,479,376 42,774,210 3,294,834 １．流動負債 16,066,130 18,019,015 1,952,885

（１）資金 11,486,849 13,875,749 2,388,900     （１）未払金 2,255,356 1,279,424 ▲ 975,932
（２）債権 9,449,019 9,364,777 ▲ 84,242   （２）賞与引当金計 939,907 903,701 ▲ 36,206
　　①未収金 8,946,858 8,907,239 ▲ 39,619 11,530,858 11,536,784 5,926
　　②貸付金 1,098,255 1,088,911 ▲ 9,344 0
　　③その他の債権 115,695 38,626 ▲ 77,069 （４）短期借入金 285,124 3,328,959 3,043,835
　　④貸倒引当金 ▲ 711,789 ▲ 669,998 41,791 （５）その他 1,054,885 970,147 ▲ 84,738
（３）有価証券 2,472,542 2,473,258 716 0
（４）投資等 16,070,966 17,060,427 989,461 0
　　①出資金 467,502 477,502 10,000 0
　　②基金・積立金 15,263,547 16,248,049 984,502 ２．非流動負債 187,460,551 177,489,667 ▲ 9,970,884
　　③その他 339,917 334,876 ▲ 5,041 （１）地方債 138,594,195 134,582,154 ▲ 4,012,041

（２）借入金 21,989,060 17,305,113 ▲ 4,683,947
617,863,491 613,714,444 ▲ 4,149,047 （３）退職給付引当金 21,312,085 20,618,315 ▲ 693,770

（１）事業用資産 189,886,410 188,411,371 ▲ 1,475,039 （４）その他 5,565,211 4,984,085 ▲ 581,126
　　①土地 88,145,164 88,327,899 182,735 0
　　②建物 73,863,919 73,688,062 ▲ 175,857 0
　　③その他 27,877,327 26,395,410 ▲ 1,481,917 0
（２）インフラ資産 427,960,921 425,288,646 ▲ 2,672,275 203,526,681 195,508,680 ▲ 8,018,001
　　①用地 156,940,195 158,649,691 1,709,496
　　②施設 264,676,529 259,356,344 ▲ 5,320,185
　　③その他 6,344,197 7,282,612 938,415
（３）繰延資産 16,159 14,426 ▲ 1,733

657,342,866 656,488,655 ▲ 854,211 657,342,866 656,488,655 ▲ 854,211

7,163,785460,979,973

資産合計 負債及び純資産合計

   純資産合計 453,816,188

１．金融資産

２．非金融資産

資産の部

（３）翌年度償還
　　 予定地方債

負債合計
純資産の部

負債の部

 

※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

 

●市民 1 人あたり（人口 H２１：３２２，０８０人  H２２：３２４，１５１人） 

【H21 決算】 【H22 決算】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【バランスシートからわかること】連結ベース 

①資産について 

資産は、市政運営の資源として用いられ、将来にわたり行政サービスを提供するために使用さ

れるものです。 

本市の連結ベースでのH22年度末総資産額は６，５６５億円、市民１人あたりに換算すると

２０２万５千円となっております。内訳を見ますと、全体の多くを占めているのが非金融資産（固

定資産）で、総額６，１３７億円となっています。その内訳は、学校、文化施設などの事業用資

負　債

50.6万円

純資産
128.5万円

資　産

179.1万円

負　債
50.6万円

純資産
128.5万円

資　産
179.1万円204.1 万円 

（100%） 

63.2 万円 

（31.0%） 

140.9 万円 

（69.0%） 

 
202.5 万円 

（100%） 

60.3 万円 

（29.8%） 

142.2 万円 

（70.2%）

-5-



産が１，８８４億円、道路や橋梁などのインフラ資産が４，２５３億円となっています。 

平成21年度決算と比較しますと、金融資産は繰越金の増加などにより約３３億円の増加とな

っているものの、非金融資産（固定資産）は４１億５，０００万円の減少となっており、資産全

体では約８億５，０００万円の減少となりました。平成22年度は特に事業用資産のその他にお

いて約１４億円の減少となった一方、インフラ資産の用地で約１７億円の増加となっていること

がわかりますが、これは、土地開発公社の所有する土地（事業用棚卸資産）を、一般会計（イン

フラ公園等用地）にて約１５億円買戻したことによるものです。また、事業用資産の「建物」や

インフラ資産の「施設」の資産額が大きく減少しているのは、主に学校などの公共施設や下水道

や道路などのインフラ施設の減価償却（インフラ施設については資産価値の減耗）により資産価

値が目減りした分です。 

 

②負債について 

負債は、地方債など将来において支払の必要があり将来の世代が負担することになる「非流動

負債」と、リース債務のうち翌年度に支払う債務である未払金など短期間のうちに支払期限が到

来する「流動負債」に区分されます。 

本市の負債は総額１，９５５億円となっており、資産全体の２９．８％を占めています。また、

市民１人あたりの負債額は６０万３千円となっています。なお、負債総額のうち、地方債残高（非

流動負債の地方債＋流動負債の翌年度償還予定地方債）は１，４６１億円で、このうち地方交付

税で措置される額が約７５６億円あることから、実質的な地方債残高は約７０５億円となってい

ます。 

 平成２１年度決算と比較しますと、平成２２年度は主に地方債の残高が減少したことにより、

非流動負債の「地方債」が４０億円の減少となりました。その結果、資産総額に対する負債の割

合は、平成２１年度の３１．０％に対し平成２２年度は２９．８％と１．２ポイント減少いたし

ました。 

 

④ 純資産について 

純資産の総額は４，６１０億円、市民１人あたりでは１４２万２千円となっており、資産全体

の７０．２％を占めております。 

平成２１年度決算と比較しますと、平成２２年度は負債が減少したことに伴い約７２億円の増

加となりました。資産総額に対する純資産の割合は、平成２１年度の６９．０％に比べ７０．２％

と１．２ポイントの増加となりました。 
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（２）平成２２年度連結行政コスト計算書 

地方公共団体の活動には、資産の形成につながる道路や公園、学校等の公共施設の整備な

どのほか、資産の形成につながらない社会保障やごみ処理などの行政サービスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要するコストと

それらに充当する使用料・手数料等の収入を示したものであり、本市の行政活動の内容を把

握することができます。 

 

◎コストの区分

職員給与や議員報酬、退職給付引当金繰入など。

備品や消耗品の購入費、減価償却費（社会資本の経年劣化に伴う
減少額）、施設の維持補修にかかる経費など。

業務等委託費や地方債償還の利子など。

補助金や児童手当、生活保護費等の社会保障経費など。２ 移転支出

１ 経常業務費用

　（１）人件費 

　（２）物件費

　（３）経費等 

 
 
【平成２２年度連結行政コスト計算書】 

単位：千円
H21決算 H22決算 増減
137,605,243 145,725,977 8,120,734

１．経常業務費用 89,371,004 93,610,969 4,239,965
（１）人件費 21,422,332 22,603,946 1,181,614

①人件費（給与、職員手当） 12,222,767 11,981,509 ▲ 241,258
②退職給付費 ▲ 2,137,558 ▲ 748,271 1,389,287
③その他（共済費、報酬、賃金など） 11,337,123 11,370,708 33,585

（２）物件費 16,229,414 17,517,726 1,288,312
         ①消耗品費 4,856,245 4,186,301 ▲ 669,944
         ②維持補修費 1,991,703 2,381,430 389,727
         ③減価償却却費（事業用資産分） 4,135,028 4,037,277 ▲ 97,751
         ④その他（修繕以外の需要費、役務費） 5,246,439 6,912,717 1,666,278
     （３）経費等 51,719,253 53,489,296 1,770,043
         ①委託費 10,898,356 11,142,526 244,170
         ②公債費（利子分） 3,817,666 3,595,618 ▲ 222,048
         ③その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 37,003,231 38,751,152 1,747,921
２．移転支出 48,234,241 52,115,007 3,880,766
     （１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 14,373,771 11,312,842 ▲ 3,060,929
     （２）社会保障給付費（扶助費） 26,420,327 33,368,033 6,947,706
     （３）その他（繰出金、公課費） 7,440,143 7,434,133 ▲ 6,010

27,608,646 29,481,682 1,873,036
109,996,597 116,244,297 6,247,700

経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など）
純経常行政コスト[経常費用-経常収益]

経常費用

 
※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 
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【行政コスト計算書からわかること】連結ベース 

「経常費用」（行政コスト）は１，４５７億円となっており、市民１人あたりでは４４万円

となっています。H２１年度決算に比べ８１億円の増加となっておりますが、内訳を見ますと、

経常業務費用のうち人件費が退職給付費の増加などにより１２億円の増加となり、移転支出の

うち社会保障給付費が主に扶助費などの給付増加により６９億円の増加となっております。 

一方、行政サービスを利用する対価として市民が負担する使用料・手数料などの「経常収益」

は２９５億円となっており、市民１人あたりでは９万１千円となっています。H２１年度決算

に比べ１９億円の増加となっておりますが、越谷市土地開発公社に係る用地買戻しが増加（＋

１２億円）したことや、埼玉県都市競艇組合において営業収益が増加（＋７億円）となったこ

とによるものです。 

行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は、上記の理由から成２１年度

決算に比べ６２億円増の１，１６２億円となり、不足分は市税や地方交付税などの一般財源や

国・県補助金などで補っています。 

 

 

 

（３）平成２２年度連結純資産変動計算書 

  純資産変動計算書は、地方公共団体が負担したコストのうち、住民などの直接的なサービス

利用者の負担ではまかないきれなかった部分を、国からの補助金や住民税などの税金でまかな

いきれているかを示す報告書です。純資産変動計算書の差引きがプラスであれば貸借対照表に

おける純資産の増加、つまり将来世代に資産を残した（負担を軽減した）ことを意味し、逆に

マイナスであれば、貸借対照表における純資産の減少、つまり資産を食いつぶした（将来の負

担を増やした）ことを意味します。 

  純資産変動計算書は、期首純資産残高（＝前期末貸借対照表の純資産）に、当期の行政コス

ト計算書から算定した純経常行政コストを差引きし、財源調達である市税、地方交付税、補助

金などを加算し、保有する資産の評価替えから生じる評価差額などを加算して期末純資産残高

を求めます。なお、期末純資産残高は、当期末貸借対照表の純資産の金額と一致します。 
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行政コスト計算書に計上されない財源の流出入を示す。

（１）財源の使途 市税や国・県補助金などを使用した経費。

（２）財源の調達 調達した財源の種類。

財源を将来世代も利用可能な固定資産や長期金融資産にど
の程度使用したかを示す。

（１）固定資産の変動
当該年度に学校、道路などの社会資本を取得した額と過去
に取得した社会資本の経年劣化等に伴う減少額との差額。

（２）長期金融資産の変動
基金、貸付金、出資金など長期金融資産の当該年度におけ
る増減。

（３）評価・換算差額等の変動
固定資産や金融資産の当該年度に発生した評価益と評価損
との差額。

財源、資産形成充当財源の変動以外の変動を示す。

１ 財源の変動

２ 資産形成充当財源の変動

３ その他の純資産の変動

●変動要因の区分

 
                      

【平成２２年度連結純資産変動計算書】 

単位：千円
H21決算 H22決算 増減
458,774,838 453,816,188 ▲ 4,958,650

１．財源変動の分 9,897,086 7,517,071 ▲ 2,380,015
（１）財源の使途 ▲ 132,897,914 ▲ 139,562,702 ▲ 6,664,788

①純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） ▲ 109,996,597 ▲ 116,244,297 ▲ 6,247,700
②固定資産形成（固定資産（有償取得分）） ▲ 11,542,816 ▲ 10,670,878 871,938
③長期金融資産形成（貸付金、基金、積立金） ▲ 2,110,590 ▲ 3,419,822 ▲ 1,309,232
④その他（減価償却費（インフラ資産分）など） ▲ 9,247,914 ▲ 9,227,707 20,207

（２）財源の調達 142,795,002 147,079,775 4,284,773
         ①税収（地方税、地方譲与税など） 49,750,313 48,980,519 ▲ 769,794
         ②補助金等移転収入（国・県支出金など） 37,718,762 41,433,671 3,714,909
         55,325,927 56,665,585 1,339,658

２．資産形成充当財源変動の分 10,369,277 9,304,721 ▲ 1,064,556
（１）固定資産の変動（固定資産形成-減価償却費） 9,274,630 8,339,839 ▲ 934,791

▲ 426,298 964,858 1,391,156

     1,520,944 24 ▲ 1,520,920

３．その他純資産の変動部 ▲ 25,225,010 ▲ 9,658,009 15,567,001
     （１）その他の純資産の変動 ▲ 25,225,010 ▲ 9,658,009 15,567,001

▲ 4,958,649 7,163,785 12,122,434
453,816,188 460,979,973 7,163,785

当期変動額
期末純資産残高

期首純資産残高

④その他（保険料、資産売却収入、貸付金等長
期金融資産償還金(元金）など）

（２）長期資産変動の分（長期金融資産形成-長期金
融資産償還収入）
（３）評価・換算差額等の変動（有価証券、土地等再
評価による減少分）

 
※ 記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

 

【純資産変動計算書からわかること】連結ベース 

純資産は、平成２２年度に負債が減少したことに伴って７２億円増加し、期末純資産残高は

４，６１０億円となっています。 
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（４）平成２２年度連結資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

資金収支計算書は、地方公共団体における資金収支、つまり資金の流れをあらわす報告書で

す。資金収支計算書は、経常的収支の部、資本的収支の部、財務的収支の部に区分して表示さ

れます。 

 

行政サービスを行うなかで、毎年度継続的に収入、支出さ
れるもの。
学校、道路などの資産形成や投資、貸付金などの収入、支
出など。

地方債、借入金などの収入、支出など。

１ 経常的収支

●収支の区分

２ 資本的収支

３ 財務的収支
 

 

 
【平成２２年度連結資金収支計算書】 

単位：千円
H21決算 H22決算 増減

9,110,666 11,486,850 2,376,184
１．経常的収支 22,637,689 23,788,820 1,151,131

（１）経常的支出 131,653,038 138,829,170 7,176,132
（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など）

（２）経常的収入 154,290,732 162,617,988 8,327,256
（税収、国県支出金、使用料手数料など）

２．資本的収支 ▲ 10,873,003 ▲ 11,528,253 ▲ 655,250
     （１）資本的支出 13,431,181 14,018,597 587,416
         （工事請負費、公有財産購入費、貸付金など）
     （２）資本的収入 2,558,178 2,490,343 ▲ 67,835

（資産売却収入、貸付金元利収入など）
11,764,686 12,260,566 495,880

１．経常的収支＋２．資本的収支
３．財政的収支 ▲ 9,388,506 ▲ 9,871,667 ▲ 483,161

（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 23,501,461 29,819,900 6,318,439
（２）財務的収入（公債発行収入など） 14,112,955 19,948,233 5,835,278

2,376,182 2,388,897 12,715
11,486,849 13,875,749 2,388,900

当期資金収支額
期末資金残高

期首資金残高

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

 
※記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。 

 

【資金収支計算書からわかること】連結ベース 

① 経常的収支について 

経常的収支は２３８億円の黒字となっています。 

このキャッシュフローの黒字額が小さい場合には財政構造が硬直化していると考えられるた

め、行政活動支出の削減に努めることが必要となります。 
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② 資本的収支について 

資本的収支は１１５億円の赤字となっています。 

本市が採用する基準モデルでは、「経常的収支」と「資本的収支」を合計したものを基礎的財

政収支（プライマリーバランス）と定義しており、一般的にこの額を黒字の範囲内に抑えるこ

とが望ましいと言われています。平成２２年度の基礎的財政収支（プライマリーバランス）は

１２３億円の黒字となっています。 

③ 義務的収支について 

地方債の発行（収入）・償還（支出）のキャッシュフローである財務的収支は９９億円の赤

字となっています。これは、地方債残高の償還が進んでいることを示しています。 

 

※当期の資金収支額は２３億円の黒字となっています。（平成２２年度に行う事業の財源とな

る平成２１年度からの繰越金３２億円は期首資金残高に含まれており、平成２２年度の収入に

は含まれません。） 
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財務書類からわかる主な指標  （連結ベース） 

（ア）社会資本形成の世代間比率［純資産／（事業用資産＋インフラ資産）］ 

社会資本の整備結果を示す事業用資産及びインフラ資産の合計額のうち、純資産による整備

の割合を示すもので、現役世代によって既に負担された割合を見ることができます。 

【H２１決算】 

単位：億円

純資産 4,538
事業用資産 1,899 ＋ インフラ資産 4,280

＝ 73.5%
 

                  

【H２２決算】 

単位：億円

純資産 4,610
事業用資産 1,884 ＋ インフラ資産 4,253

＝ 75.1%
 

 

社会資本の約７割を現役世代の負担で形成したことになり、将来世代への負担比率は約３割と

なっています。H21年度は、H22年度に比べ１．６ポイントの増加となりました。 

 

（イ）純資産比率［純資産／総資産］ 

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すもので、企業の財務分析において、財務

の安定性を図る指標として用いられる自己資本比率に相当するものです。 

 【H21決算】 

単位：億円

純資産 4,538
総資産 6,573

＝ 69.0%
 

 

【H22決算】 

単位：億円

純資産 4,610
総資産 6,565

＝ 70.2%
 

 

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言えます。H22年度は、H21年度に比べ

１．２ポイントの増加となりました。 
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５．追加情報の注記 
財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

（1）有価証券等の評価基準及び評価方法 
満期保有目的有価証券     

償却原価法 
  満期保有目的以外の有価証券及び出資金 
   市場価格のあるものについては、年度末日の市場価値に基づく時価法による。 
   市場価格のないものについては、取得原価による。 
（2）非金融資産（固定資産）の減価償却・直接資本減耗の方法 

有形固定資産（事業用資産・インフラ資産）及び無形固定資産ともに定額法を採用 
（3）引当金の計上基準及び算定方法 
  ①貸倒引当金 
   市税や国民健康保険税などにかかる未収金の回収不能による損失に備えるため、一件あた

り１００万円未満の未収金については過去３年間の不納欠損実績により算出し、一件あた
り１００万円以上の個別案件についてはそれぞれ回収可能性を検討して算出し計上。 

  ②賞与引当金 
   賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上。 
  ③退職給付引当金 
   退職給付に備えるため、財政健全化法において将来負担比率を算定する際に用いる、要支

給額方式により算定。 
（4）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

（5）消費税等の会計処理 
 一部の会計及び関係団体を除いて税込み方式による。 

（６）財務書類の表示金額単位 
   千円単位とする。なお記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と

一致しない場合がある。 
（７）売却可能資産 

土地  ２，３４２，０９７千円 
普通財産のうち売却することがすでに機関決定されている土地、または近い将来に売却が
予定されていると判断される土地を計上。 

（８）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における将来負担額 
  ただし、将来負担額は、一般会計等（一般会計、七左第一土地区画整理会計、西大袋土地区

画整理会計、公共用地先行取得会計）であり、基準モデルにおける単体ＣＦの対象会計と異な
ります。 

一般会計等の将来負担額　 147,352,027 千円
[内訳] 地方債の現在高 72,029,679 千円

債務負担行為支出予定額 10,229,215 千円
公営企業等地方債負担見込額 39,310,501 千円
組合等負担見込額 1,175,856 千円
退職手当負担見込額 11,959,289 千円
第三セクター等負担見込額 12,647,487 千円

99,173,614 千円
[内訳] 地方債償還額等充当基金残高 5,418,862 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 18,176,691 千円
地方債償還額等充当交付税見込額 75,578,061 千円

基金等将来負担軽減資産

将来負担比率に関する情報
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越谷市単体での状況 

 

（１）貸借対照表 
単位：千円

H21決算 H22決算 増減 H21決算 H22決算 増減
30,017,012 32,976,621 2,959,609 １．流動負債 13,503,792 13,431,226 ▲ 72,566

（１）資金 6,071,643 8,783,634 2,711,991     （１）未払金 507,262 513,277 6,015
（２）債権 8,585,154 8,570,328 ▲ 14,826   （２）賞与引当金計 929,043 893,689 ▲ 35,354
　　①未収金 8,198,158 8,150,956 ▲ 47,202 11,365,744 11,398,441 32,697
　　②貸付金 1,098,255 1,088,911 ▲ 9,344
　　③その他の債権 531 460 ▲ 71 （４）短期借入金 0 0 0
　　④貸倒引当金 ▲ 711,789 ▲ 669,998 41,791 （５）その他 701,742 625,818 ▲ 75,924
（３）有価証券 0 0 0
（４）投資等 15,360,215 15,622,659 262,444
　　①出資金 1,894,792 1,894,792 0
　　②基金・積立金 13,217,806 13,487,154 269,348 ２．非流動負債 144,400,782 139,896,072 ▲ 4,504,710
　　③その他 247,617 240,713 ▲ 6,904 （１）地方債 119,904,605 116,548,613 ▲ 3,355,992

（２）借入金 0 0 0
531,962,282 529,952,476 ▲ 2,009,806 （３）退職給付引当金 20,168,495 19,522,469 ▲ 646,026

（１）事業用資産 160,279,284 160,419,485 140,201 （４）その他 4,327,681 3,824,989 ▲ 502,692
　　①土地 83,869,480 84,052,281 182,801
　　②建物 71,770,999 71,717,683 ▲ 53,316
　　③その他 4,638,805 4,649,521 10,716
（２）インフラ資産 371,682,998 369,532,991 ▲ 2,150,007 157,904,574 153,327,298 ▲ 4,577,276
　　①用地 153,284,545 154,994,570 1,710,025
　　②施設 212,054,254 207,255,810 ▲ 4,798,444
　　③その他 6,344,198 7,282,612 938,414
（３）繰延資産 0 0 0

561,979,294 562,929,097 949,803 561,979,294 562,929,097 949,803資産合計 負債及び純資産合計

   純資産合計 404,074,722 5,527,079

資産の部

（３）翌年度償還
　　 予定地方債

負債合計
純資産の部

負債の部

１．金融資産

２．非金融資産

409,601,801

 

（２）行政コスト計算書 
単位：千円

H21決算 H22決算 増減
111,107,411 115,508,470 4,401,059

１．経常業務費用 79,848,098 82,140,355 2,292,257
（１）人件費 20,074,418 21,200,155 1,125,737

①人件費（給与、職員手当） 11,178,928 10,967,512 ▲ 211,416
②退職給付費 ▲ 2,013,827 ▲ 710,645 1,303,182
③その他（共済費、報酬、賃金など） 10,909,317 10,943,288 33,971

（２）物件費 10,654,489 10,132,691 ▲ 521,798
         ①消耗品費 4,546,991 3,894,692 ▲ 652,299
         ②維持補修費 1,153,928 1,351,277 197,349
         ③減価償却却費（事業用資産分） 4,058,734 3,965,761 ▲ 92,973
         ④その他（修繕以外の需要費、役務費） 894,835 920,961 26,126
     （３）経費等 49,119,190 50,807,510 1,688,320
         ①委託費 9,535,610 9,748,298 212,688
         ②公債費（利子分） 3,249,023 3,056,208 ▲ 192,815
         ③その他（賃借料、企業債借入金支払利息など） 36,334,557 38,003,004 1,668,447
２．移転支出 31,259,314 33,368,113 2,108,799
     （１）補助金等移転支出（補助金、交付金など） 13,140,062 9,957,090 ▲ 3,182,972
     （２）社会保障給付費（扶助費） 10,784,040 16,059,254 5,275,214
     （３）その他（繰出金、公課費） 7,335,210 7,351,769 16,559

16,084,620 15,952,408 ▲ 132,212
95,022,789 99,556,063 4,533,274

経常収益（使用料、手数料、諸収入の一部など）
純経常行政コスト[経常費用-経常収益]

経常費用
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（３）純資産変動計算書 
単位：千円

H21決算 H22決算 増減
410,246,267 404,074,722 ▲ 6,171,545

１．財源変動の分 8,967,596 5,850,291 ▲ 3,117,305
（１）財源の使途 ▲ 112,831,842 ▲ 118,719,825 ▲ 5,887,983

①純経常行政コスト（行政コストの財源不足分） ▲ 95,022,789 ▲ 99,556,063 ▲ 4,533,274
②固定資産形成（固定資産（有償取得分）） ▲ 9,076,798 ▲ 9,348,922 ▲ 272,124
③長期金融資産形成（貸付金、基金、積立金） ▲ 1,256,835 ▲ 2,366,025 ▲ 1,109,190
④その他（減価償却費（インフラ資産分）など） ▲ 7,475,421 ▲ 7,448,817 26,604

（２）財源の調達 121,799,440 124,570,118 2,770,678
         ①税収（地方税、地方譲与税など） 49,750,313 48,980,519 ▲ 769,794
         ②補助金等移転収入（国・県支出金） 32,521,359 36,005,841 3,484,482
         39,527,766 39,583,758 55,992

２．資産形成充当財源変動の分 8,610,953 8,823,313 212,360
（１）固定資産の変動（固定資産形成-減価償却費） 8,263,496 8,563,309 299,813

▲ 1,173,730 260,004 1,433,734

     1,521,187 0 ▲ 1,521,187

３．その他純資産の変動部 ▲ 23,750,095 ▲ 9,146,524 14,603,571
     （１）その他の純資産の変動 23,750,095 9,146,524 ▲ 14,603,571

▲ 6,171,547 5,527,079 11,698,626
404,074,722 409,601,801 5,527,079

当期変動額
期末純資産残高

期首純資産残高

④その他（保険料、資産売却収入、貸付金等長
期金融資産償還金(元金）など）

（２）長期資産変動の分（長期金融資産形成-長期金
融資産償還収入）
（３）評価・換算差額等の変動（有価証券、土地等再
評価による減少分）

 
 

（４）資金収支計算書 
単位：千円

H21決算 H22決算 増減
4,212,199 6,071,644 1,859,445

１．経常的収支 17,221,479 19,226,855 2,005,376
（１）経常的支出 106,736,391 109,683,623 2,947,232

（人件費、扶助費、補助金、他会計繰出金など）
（２）経常的収入 123,957,874 128,910,477 4,952,603

（税収、国県支出金、使用料手数料など）

２．資本的収支 ▲ 7,892,460 ▲ 9,519,783 ▲ 1,627,323
     （１）資本的支出 10,333,632 11,650,330 1,316,698
         （工事請負費、公有財産購入費、貸付金など）
     （２）資本的収入 2,441,172 2,130,547 ▲ 310,625

（資産売却収入、貸付金元利収入など）
9,329,019 9,707,071 378,052

１．経常的収支＋２．資本的収支 0
３．財政的収支 ▲ 7,469,577 ▲ 6,995,081 474,496

（１）財務的支出（公債元金・利子償還金など） 14,705,077 17,566,981 2,861,904
（２）財務的収入（公債発行収入など） 7,235,500 10,571,900 3,336,400

1,859,445 2,711,989 852,544
6,071,643 8,783,634 2,711,991

当期資金収支額
期末資金残高

期首資金残高

基礎的財政収支（プライマリーバランス）
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